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学生確保の見通し等を記載した書類 

 

１．学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 
 

ア 設置又は定員を変更する学科等を設置する大学等の現状把握・分析 

本学は、社会的ニーズである優秀なデジタル人材の輩出に向けて、情報系分野の基礎・基盤

を持つ大学としてコンピュータ、アルゴリズム、プログラミング等の情報分野全般に共通する

基礎教育と「メディア情報学」「経営・社会情報学」「情報数理工学」「コンピュータサイエン

ス」等の独自の専門教育カリキュラム 1を展開し、デジタル人材の育成に取り組んでいる。 

情報理工学域では、令和４年度に文部科学省「数理・データサイエンス・AI 教育プログラ

ム認定制度」の「応用基礎レベル」プラスに認定 2された「実践型 UECデータサイエンティス

ト養成プログラム」を通じて、毎年約 500名を「応用基礎レベル」データサイエンティストと

して輩出すると共に、令和４年度共通政策課題分「数理・データサイエンス・AI 教育の全国

展開の推進」の特定分野校とサイバーセキュリティ推進校に選定 3され、他大学及び初等中等

教育段階へのデータサイエンス教育の普及・展開を進めている。 

また、大学院生及び社会人を対象とした人材育成プログラム「データアントレプレナーフェ

ロープログラム 4」を平成 29 年度以降開講しており、企業のソリューション事例研究や実デ

ータを使った課題分析、ビジネス戦略討論などの理論と実践を同時に学ぶカリキュラムを通

じて、将来を担うデジタル人材の育成に取り組んでいる。 

さらに、高まるデジタル人材への社会的ニーズに対して、より優秀かつ多くの人材を育成・

輩出をしてくため、令和５年４月にはこれまでの応用基礎レベルのデータサイエンス教育に

加え、著名なデータサイエンティストや日本を代表する企業等と連携し、演習・実習を重視し

た体系的カリキュラムにより実践的な情報人材を養成する学域・博士前期課程６年一貫コー

スとして「デザイン思考・データサイエンスプログラム」（以下「本プログラム」）【資料１】

を新たに情報理工学域Ⅰ類（情報系）に設置した。 

 

イ 地域・社会的動向等の現状把握・分析 

我が国では、デジタル・グリーン等の成長分野をけん引する高度人材の育成、輩出を担う大

                                                      
1 電気通信大学「令和５年度入学生用学修要覧」 

http://kyoumu.office.uec.ac.jp/youran/youran2023-gakuiki.pdf 
2 文部科学省 報道発表「数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認定制度」について令和４年度の

認定・選定結果をお知らせします」（令和４年８月２４日） 

https://www.mext.go.jp/content/20220824-mxt_senmon01-000188414.pdf 
3 数理・データサイエンス・AI 教育強化拠点コンソーシアム 特定分野校 電気通信大学（理工農、サイ

バーセキュリティ推進） 

http://www.mi.u-tokyo.ac.jp/consortium/index.html 
4 電気通信大学「データアントレプレナーフェロープログラム」 

https://de.uec.ac.jp/ 
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学及び高等専門学校の機能強化は喫緊の課題となっている。 

我が国の大学の学部段階における理系分野の学位取得者の割合は現在 35％にとどまってい

るほか、理工系分野の入学者の割合についても 17％にとどまっており、どちらの割合も諸外

国と比べて低い状況にある【資料２】。さらに、社会経済情勢の変化、技術開発の動向等につ

いては、生産性や利便性を飛躍的に高めるデジタルトランスフォーメーション（DX）の推進が

産業、教育、行政等のあらゆる分野において求められている一方、2030 年には先端 IT人材が

54.5 万人不足するという調査結果【資料３】や、我が国のデジタル競争力は先進諸国と比べ

て低いというデータ【資料４】もある。 

また、米国や中国のビジネスの世界では、時代の先行きが読めない現代社会において、綿密

な論理構成力で問題解決や意思決定を行う「ロジカル思考」に代って、人々のニーズを観察し

た上で潜在的ニーズを明らかにし、新たな価値を創造する「デザイン思考」重視にシフトし、

我が国の企業においても｢データによるビジネス課題解決を得意とする人材｣が今後３年間で

採用・育成したい人材とされている【資料５】。 

 

このような背景を踏まえ、我が国ではデータサイエンス人材の育成が急がれており、応用基

礎レベル人材は年間 25万人、エキスパート人材は年間 2,000 人、トップ人材は年間 100人の

育成を目標としている【資料６】。 

令和４年５月には、教育未来創造会議から「我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り

方について 5」が第一次提言として公表され、現在 35％にとどまっている自然科学（理系）分

野の学問を専攻する学生の割合について、OECD 諸国で最も高い水準である５割程度を目指す

など具体的な目標が設定された。今後５～10 年程度の期間に集中的に意欲ある大学の主体性

を生かした取組を推進することも明記されている。 

さらに独立行政法人大学改革支援・学位授与機構では、国公私立大学に対し、デジタル分野

に係る研究科、専攻、コース等の設置・増員、又は専攻に係る課程の変更による体制強化に支

援を行う「大学・高専機能強化支援事業 6」を開始した。 

 

ウ 新設学科等の趣旨目的、教育内容、定員設定等 

○趣旨目的 

「イ 地域・社会的動向等の現状把握・分析」のとおり、世界的な情勢や我が国の抱える社

会的課題に対し、可能な限り早期にできるだけ多くの優秀なデータサイエンス人材を輩出する

ことが、情報系分野の教育研究における実績と基盤を持つ本学の使命である。 

令和５年度に設置した本プログラムは、本学がこれまで実施してきた質の高いデータサイ

エンス教育に加え、ユーザー視点で潜在的ニーズを明らかにして課題を解決し、新たな価値を

                                                      
5 教育未来創造会議 第一次提言「我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について」（令

和４年５月） 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kyouikumirai/pdf/220510gaiyou.pdf 
6 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構「大学・高専機能強化支援事業」 

https://www.niad.ac.jp/josei/public-offering/ 
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創造する DX 時代の新しい思考法である「デザイン思考」や「システム思考」、「国際感覚」、「イ

ノベーション・マインド」を教育し、理論と実践の両面を併せ持つ「問題解決能力」、未知の答

えのない問題に対して科学的根拠に基づいた意思決定を行う「シミュレーション能力」、デー

タ分析だけでなく分析結果を検証して次の分析に繋げる「因果推論能力」を修得させることを

目的としている。 

さらに令和６年度に本プログラムの入学定員を拡充することにより、高まるデジタル人材

への社会的ニーズに応え、情報・数理分野の幅広い知識と高い専門性に基づく実践力と世界で

活躍できる国際性を兼ね備え、現実社会でイノベーションを創出し、産業振興に資することが

できる高度情報専門人材をより多く育成・輩出することで「ア」や「イ」で分析した課題に対

して貢献することができる。 

 

○教育内容 

本プログラムが属するⅠ類（情報系）を含めた情報理工学域のカリキュラムは、学生のため

に学修要覧としてわかりやすく取りまとめている。情報理工学域では、人間性の陶冶に資する

「総合文化科目」と、科学者・技術者として身につけるべき全類共通の「実践教育科目」、理工

系の基礎から各類・専門教育プログラムの専門性へと系統的に展開する「専門科目」の三つの

科目群からカリキュラムが構成され、勉学に取り組む十分な意欲と能力を養うとともに幅広い

基礎学力、類共通の専門基礎力に重点をおき、併せて類内の各専門教育プログラムの内容を解

きほぐして提示する俯瞰授業等によって専門分野に関する理解を深め、３年次から学修者の志

向および資質に即して段階的に進路を選択し専門教育プログラムに所属して専門性を極める

体系となっている。 

学域Ⅰ類（情報系）では、１年次は、全学共通の総合文化科目、並びに、Ⅰ類共通の情報系

の基礎科目に加えて「離散数学」、「情報領域演習第一」を履修し、情報技術を学ぶ上で必要と

なる幅広い科学的思考力の基礎を養う。２年次では、数学・情報学を中心とするⅠ類共通の基

礎科目を履修し、各専門プログラムに進むために必要な基礎的知識を修得するとともに、１年

次に引き続き「情報領域演習第二・第三」を履修することで、学んだ知識を活用する力を身に

つける。３年次では、メディア情報学、経営・社会情報学、情報数理工学、コンピュータサイ

エンス、デザイン思考・データサイエンスの５つのプログラムに分かれて学修し、体系的な専

門知識と技術を修得する。４年次では研究室に所属し、卒業論文の完成を目指して教員の指導

を受ける。その過程で、研究に必要な専門知識とともに、問題発見や課題遂行のための自律的

能力、客観的な観察やデータに基づいた問題解決能力を修得する。 

本プログラムは、令和５年度に学域（学部）・博士前期課程（修士課程）に６年一貫コース

として開設し、令和６年度に入学定員を拡充するほか、令和８年度には博士後期課程（博士課

程）を設置する予定である。 

本プログラムの学域では、応用基礎レベルのデータサイエンス及びイノベーションに必要

なデザイン思考等を学ぶため、１年次から徹底的に「情報（Information）・数理（Mathematic

s）・データサイエンス（DS）・AI・量子（Quantum）」（以下「IMDAQ」（イムダック））とリテラシ

ーレベルのデータサイエンス教育を行う。２年次から応用基礎レベルのデータサイエンス及び
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イノベーションに必要なデザイン思考等を学んでいく。具体的には、データサイエンスに関す

る専門科目のほか、企業の実際の課題に対し分析モデルを構築してその精度を競い合う世界最

大の機械学習競技会である Kaggle の Grandmaster 等による講義、データサイエンス実務者に

よるブートキャンプ、連携企業へのインターンシップなどを行い、４年次ではキャップストー

ンプロジェクトを行う。 

博士前期課程では、さらに海外企業への国際インターンシップ、国際会議の参加などを通じ

て国際性と実践性を養い、社会の課題に対応するプロダクトの社会実装を目指す。 

博士後期課程では、実務経験者が自身の経験に基づく課題について、さらに高度な研究を遂

行するほか、海外大学とのプロジェクト参加や海外企業の課題解決等に取り組むことで、国際

的に活躍する実践的トップエキスパートを育成する【資料１】。 

 

○定員設定等 

本プログラムは令和５年度から学域Ⅰ類（情報系）入学定員 15名（学内振替）、博士前期課

程情報学専攻入学定員 10名（定員増）でスタートしている。令和６年度に、学域は入学定員 4

5名に拡大（30名の定員増）し、令和９年度には収容定員の増員（120名）が完成する。 

 

定員設定の理由は以下のとおりである。 

令和４年５月に政府の教育未来創造会議から、「わが国の未来をけん引する大学等と社会の

在り方について」が第一次提言として公表され、現在 35%にとどまっている自然科学（理系）

分野の学問を専攻する学生の割合について、OECD諸国で最も高い水準である５割程度を目指す

など、具体的な目標が設定されたことや、「AI戦略 2019」のデジタル人材の育成目標（応用基

礎レベルは年間 25 万人、エキスパートレベルは年間 2,000 人、トップレベルは年間 100 人）

が示されたこと等を踏まえ、本学は、令和５年度に現状の教員数や学生数等の中で対応可能な

範囲で学内振り替えにより、15名の定員で本プログラムをスタートさせたところである。 

今後、当該提言や戦略に掲げられた目標の実現に向けて、本プログラムについて、「大学・

高専機能強化支援事業」を活用するなどして、「Kaggleの Grandmast等による講義」「データサ

イエンス実務者によるブートキャンプ」「連携企業へのインターンシップ」等の手厚い指導体

制を整備・強化しつつ、きめ細やかに質の高い専門人材の育成を進めることとしているため、

定員 45名が最適であると判断した。 

 

入学料、授業料については以下のとおりである。 

本プログラムを設置しているⅠ類（情報系）を含め、全ての類（昼間コース）の入学料・授

業料は、「国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）」第二十二条第四項の規定に基づき定

められている、「国立大学等の授業料その他の費用に関する省令（平成十六年文部科学省令第

十六号）」第二条に掲げられている標準額（入学料 282,000円、授業料（年額）535,800円）と

同額である。なお、夜間主コースにおいても、上記同法令の標準額に準じて入学料 141,000円、

授業料（年額）267,900円としている。 

 

-学生確保（本文）ー5-



 
 

エ 学生確保の見通し 

Ａ．学生確保の見通しの調査結果 

本学の既設学域・類の入学志願状況については、【資料 10】のとおりであり、令和５年度情

報理工学域Ⅰ類（情報系）の志願者は、募集人員 225 名に対して 1,440 名と、倍率が約 6.4

倍と極めて高く、国立大学全体の志願倍率の平均値である 3.9倍を大きく上回っている。 

また、情報理工学域においては、令和４年度まで一般入学試験前期日程を「大括り入試」

で、後期日程を類別入試で実施してきており、平成 30年度から令和４年度までの前期日程の

学域全体の倍率は 3.93～4.57倍、後期日程のⅠ類（情報系）の倍率は 11.7～14.1 倍であり、

これらの倍率も国立大学全体の志願倍率の平均値を上回っている。 

加えて、本学が想定する競合校との比較（「Ｄ．競合校の状況」で後述）においても、競合

校と同程度もしくはそれを上回る志願倍率であり、学生確保に向けた具体的な取組み（「オ 学

生確保に向けた具体的な取組と見込まれる効果」で後述）等により、入学定員を増加しても

十分に定員を充足できると考えている。 

 

Ｂ．新設学部等の分野の動向 

令和４年５月 10 日に公表された「我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方につい

て（第一次提言）」によると、「経営開発研究所（IMD）の試算によれば、日本のデジタル競争

力は 28位（米国１位、韓国 12 位、英国 14 位、中国 15 位、ドイツ 18位、フランス 24位）

となっており先進諸国の中では低迷している【資料４】。特に、デジタル／技術スキルやビッ

グデータの分析と活用、国際経験等の項目において他国に比べて後れをとっている状況にあ

る。国内に目を転じると、IT人材需給に関する試算では、人材のスキル転換が停滞した場合、

2030年には先端 IT人材が 54.5 万人不足するという調査データ【資料３】もある。日本企業

が DX（デジタルトランスフォーメーション）の取組を進めるに当たっての課題として人材不

足を掲げる企業は、米国（27.2％）やドイツ（31.7％）と比較して日本（53.1％）は高い割合

を占めている【資料７】。その中で、社会課題を成長のエンジンへと押し上げていくためには、

科学技術・イノベーションの力は必要不可欠であり、その際、最大のポイントとなるのは人

材である。大学等の高等教育機関は未来を支える人材育成の中核を担うことが期待されてお

り、今後、産学官が一体となって、大学等の機能強化を図っていくことが必要である」と指

摘されている。 

 

それに伴い、「経済財政運営と改革の基本方針 20227」や「新しい資本主義のグランドデザ

イン及び実行計画 8」では、「今後５～10年程度の期間に集中的に意欲のある大学の主体性を

活かした取組を推進」し、「再編後の当面の運営経費に対する継続的な支援を行うことで、大

                                                      
7 内閣府 経済財政運営と改革の基本方針 2022 について（令和４年６月７日）

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/honebuto/2022/2022_basicpolicies_ja.pdf 
8 内閣官房 新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画～人・技術・スタートアップへの投資の

実現～（令和４年６月７） 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/pdf/ap2022.pdf 
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学の学部再編を促進する」こととしている。 

我が国の現状として理系離れやデジタル人材の不足、それに伴う生産性及び国際競争力の

低下が社会的な課題となっており、データサイエンス・AIを駆使して世界で活躍するトップ

人材の養成は喫緊の課題であるが、情報系学部の志願者は 2011 年から 2021年までの 10年間

で国公立大学 33％以上、私立大学で 47％以上増加【資料８】する一方で、我が国の大学の情

報系学部・学科の総定員はほぼ変わっておらず、人材供給にギャップが生じている。 

本学においても、「Ｅ．既設学部等の学生確保の状況」の【資料 10】のようにⅠ類（情報系）

の入試倍率は極めて高く、上記の分野動向において、学生の志願状況からも本プログラムの

属するⅠ類（情報系）、さらには情報理工学域へのニーズは大きいと見込まれ、引き続き学生

を確保できる。 

 

Ｃ．中長期的な 18歳人口の全国的、地域的動向等 

リクルート進学総研「18 歳人口推移、大学・短大・専門学校進学率、地元残留率の動向

2020 年」【資料９】によると、18 歳人口は 2020 年の 116.7 万人から 2032 年には 102.4 万

人となり 14.3 万人減少すると予測され、本学が所在する東京都ならびに本学を志望する学

生の多くが在籍する南関東の若年層の人口も減少すると予測されている。 

しかし、将来的なデジタル人材の需給面において、先端 IT人材の人材不足は 2030 年には

54.5万人に達すると見込まれ【資料３】、かつ情報系学部の志願者は 2011年から 2021年ま

での 10年間で国公立大学 33％以上、私立大学で 47％以上増加【資料８】する一方で、大学

の情報系定員はほぼ変わらず、人材供給にギャップが生じている。本学においても「Ｅ．既

設学部等の学生確保の状況」の【資料 10】のようにＩ類（情報系）の入試倍率は極めて高く

なっている。 

このように将来の 18歳人口減少下においても、デジタル人材の需給面からは大きな社会

的要請があり、学生の志望状況からも本プログラムの属するⅠ類（情報系）、さらには情報

理工学域へのニーズは大きいと見込まれ、引き続き学生を確保できる。 

 

Ｄ．競合校の状況 

本学と比較する競合大学は、以下のように選定した。 

本プログラムによる入学定員の拡充に合わせて、本学は独立行政法人大学改革支援・学位

授与機構の「大学・高専機能強化支援事業」のハイレベル枠に応募することから、「大学・

高専機能強化支援事業」応募の前提条件とされている「数理・データサイエンス・ＡＩ教育

プログラム認定制度」採択大学であることを条件とした。 

間近な令和４年度の認定大学の中で、本学と同じ「（応用基礎レベル）プラス」に認定され

た国立大学として東北大学と九州大学、「（応用基礎レベル）」に認定された理工系国立単科

大学として、北見工業大学、名古屋工業大学及び豊橋技術科学大学、データサイエンス系学

部を持つ近隣大学として横浜市立大学を選定した。 

 

各競合大学の一般選抜における令和３～５年度の入学志願状況等（志願者、受験者、合
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格者、入学者、倍率及び定員充足率（令和４年のみ））は【資料 11】、本学の同期間の入学志

願状況等については、【資料 10】のとおりであり、本学は全国の競合大学と同等程度もしく

はそれ以上の志願倍率と定員充足率を保持しており、引き続き学生を確保できる。 

 

Ｅ．既設学部等の学生確保の状況 

本学の過去５年間の入学志願状況等（志願者、受験者、合格者、入学者、倍率及び定員

充足率）は【資料 10】のとおりである。 

過去５年間の入学志願状況等において、本学は、令和４年度まで一般入学試験前期日程を

「大括り入試」で、後期日程を類別入試で実施してきており、平成 31年度から令和４年度

までの前期日程の学域全体の倍率は 3.93～4.57倍、後期日程のⅠ類（情報系）の倍率は 12.4

～15.3 倍である。令和５年度は、全て類別入試となり、前期日程のⅠ類（情報系）の倍率は

4.1 倍、後期日程は 12.4 倍となっている。学域全体の志願倍率も昼間、夜間含めた全ての

試験区分において 2.0 倍以上となっている。 

また、平成 31年度～令和５年度の国立大学全体の志願倍率と比較して、本プログラムが

設置されるⅠ類（情報系）入試又は大括り入試（令和元～４年度の前期入試）の倍率は、毎

年度常に国立大学全体の倍率を上回っている。 

以上のように夜間主も含めた学域全体で引き続き学生を確保することができ、Ⅰ類（情報

系）は特に良好な状況にある。 

 

Ｆ．その他、申請者において検討・分析した事項 

 上記Ａ．～Ｅ．以外の検討・分析した事項はありません。 

 

オ 学生確保に向けた具体的な取組と見込まれる効果 

高校１、２年生を対象とし、先取り学修を目的とした「UECスクール（高大接続教室）」9を

開催し、入学後に本学の正規の科目として単位を認定することとしている。また、オープンキ

ャンパスにおいてプログラムを紹介する企画を実施するほか、アドミッションセンターでは全

国の高校からの依頼を受けて進学説明会（年間約 30 件）を行うとともに、教員が高校からの

依頼に応じて出張講義（年間約 50 件）を行うなど、受験生の本学への認知度を上げる取組を

行なっている。 

本プログラムでは、独自の WEBサイトを開設し、カリキュラムを通じて身につけることがで

きる知識・スキル、キャリアパス等について具体的な説明動画を公開する。 

上記のような取組によって進路が確定していない高校１年生の段階から理系大学である本

学に興味を持ち、情報通信分野に関心を抱き、進路を選択する契機としている。 

 

さらに、女性志願者について、2011 年から 2021 年の 10 年間において、情報系以外の理工

                                                      
9 電気通信大学 UEC スクール 

http://www.kodai.uec.ac.jp/ 
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系学部の女性の志願者は微増であるのに対し、情報系学部・学科の女性の志願者は微減であっ

た【資料 12】。また、本学の女性学生比率は 12～13%程度で横ばいとなっている【資料 13】。 

今後、女性に向けて、情報系分野が魅力ある分野であることや、本学の魅力及び充実した教

育体制等を具体的に広報・PRすることで、女性の志願者をこれまで以上に伸ばすことができる

と考えている。 

現在本学では、本学の女性学生が出身高校を訪問し、生徒や教員との交流を通じて、本学や

理工系分野の魅力を女子高校生等に直接 PR する取り組みや、女子中高校生を対象として、本

学において、ワークショップ、ものづくり体験、ラボ体験等のイベント等を行うことで、理工

系分野で活躍する女性を増やすことを目的とした「匠ガールプロジェクト」を実施している。

特に匠ガールプロジェクト 10を通じて本学に入学した女性学生は、令和５年度は６名に上り、

匠ガールプロジェクトの受講生も年々増加するなど、着実に成果を上げてきている。 

また、令和６年度からは本プログラムの推薦入試に女性枠を導入することとしており、一層

女性学生確保の取り組みを強化していくとこととしている。 

  

                                                      
10 電気通信大学 匠ガールプロジェクト 

http://www.ge.uec.ac.jp/girl/ 
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２．人材需要の動向等社会の要請 

 

①人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

本学では、情報理工学の分野において、豊かな教養、グローバルな視野、社会性・国際性な

らびに倫理観を涵養し、高度コミュニケーション社会の持続的な発展に貢献する研究者・技

術者を養成する。 

同時に高度コミュニケーション社会を支える新しい「総合コミュニケーション科学」を創出

し、「人と人」、「人と社会」、「人と自然」、「人と人工物」の全てのコミュニケーションと相互

作用を対象に置き、基礎から応用に至る研究を有機的に融合させた学術の発展と新しい価値

の創造を図り、豊かな社会の進歩発展に寄与することを目標としている。 

本プログラムでは、情報、数理、データサイエンス、AI、量子等の幅広い知識と高い専門性

に基づく実践力と世界で活躍できる国際性を兼ね備え、現実社会でイノベーションを創出し、

産業振興に資することができる高度情報専門人材すなわち「新たな価値を創造する型破りな

トップ人材」を育成するため、データサイエンスを学ぶ学生に、ユーザー視点で潜在的ニーズ

を明らかにして課題を解決し、新たな価値を創造する DX 時代の新しい思考法である「デザイ

ン思考」や、「システム思考」、「国際感覚」、「イノベーション・マインド」を教育し、理論と

実践の両面を併せ持つ「問題解決能力」、未知の答えのない問題に対して科学的根拠に基づい

た意思決定を行う「シミュレーション能力」、データ分析だけでなく分析結果を検証して次の

分析に繋げる「因果推論能力」を修得させる。 

 

②上記①が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根拠 

我が国では、デジタル・グリーン等の成長分野をけん引する高度人材の育成、輩出を担う大

学及び高等専門学校の機能強化は喫緊の課題となっている。 

我が国の大学の学部段階における理系分野の学位取得者の割合は現在 35%にとどまってい

るほか、理工系分野の入学者の割合についても 17%にとどまっており、どちらの割合も諸外国

と比べて低い状況にある【資料２】。さらに、社会経済情勢の変化、技術開発の動向等につい

ては、生産性や利便性を飛躍的に高めるデジタルトランスフォーメーション(DX)の推進が産

業、教育、行政等のあらゆる分野において求められている一方、2030年には先端 IT人材が 5

4.5 万人不足するという調査結果【資料３】や、我が国のデジタル競争力は先進諸国と比べて

低いというデータ【資料４】もある。 

また、米国や中国のビジネスの世界では、時代の先行きが読めない現代社会において、綿密

な論理構成力で問題解決や意思決定を行う「ロジカル思考」に代って、人々のニーズを観察し

た上で潜在的ニーズを明らかにし、新たな価値を創造する「デザイン思考」重視にシフトし、

我が国の企業においても「データによるビジネス課題解決を得意とする人材」が、今後３年間

採用・育成したい人材とされている【資料５】。 

 

このような背景を踏まえ、今和４年５月に教育未来創造会議から「我が国の未来をけん引す

る大学等と社会の在り方について」が第一次提言として公表され、現在 35%にとどまっている
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自然科学（理系）分野の学問を専攻する学生の割合について、OECD 諸国で最も高い水準であ

る５割程度を目指すなど具体的な目標が設定された。今後５～10 年程度の期間に集中的に意

欲ある大学の主体性を生かした取組を推進することも明記されている。 

これらを受けて、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構では、デジタル人材育成の課題

に対し、デジタル分野に係る国公私立大学の研究科、専攻、コース等の設置・増員、又は専攻

に係る課程の変更による体制強化に支援を行う「大学・高機能強化支援事業」を開始したとこ

ろである。 

 

令和５年３月に卒業又は修了の本学学生を対象とした、大学推薦による求人を依頼された

企業数だけでも 351社あった【資料 14】。また、令和６年３月に卒業又は修了する本学学生を

対象とした、本学及び同窓会組織が開催する電気通信大学合同企業説明会 11への参加企業数は

226 社、採用予定者数の合計は 12,122名であり、情報系職種のみの求人に限定しても 175社、

8,373名と、本学卒業生及び修了生への高い求人状況が見て取れる【資料 15】。 

本学の卒業生の進学・就職状況（令和４年３月学域卒業生）については、卒業生 707名のう

ち、博士前期課程への進学が 491名（69.4％）、就職が 183名（25.9％）であり、合計 674名

（95.3％）が進学又は就職している【資料 16】。また、就職した学域卒業生のうち、情報通信

分野に就職した比率は、学域全体で 118名（64.5％）（Ⅰ類（情報系）に限定すると 57名（8

0.3％））となり、この比率は全国立大学間において、直近５年（平成 30～令和４年）連続１位

である【資料 17】。 

さらに外国人留学生についても、学域から博士課程前期、博士課程後期に至るまで、日本国

内での進学又は就職が７～８割程度を占めており、日本社会への人材供給という観点で大き

な実績をあげている【資料 18】。 

 

このように IT・デジタル人材の育成という社会的な要請や人材需要の動向、本学学生を求

める企業からの高い期待、そして本学の就職実績を踏まえると本プログラム及びⅠ類（情報系）

の入学定員増は必要であり、かつ学生の確保及び充足を見通すことができる。 

 

 

                                                      
11 目黒会『電気通信大学合同企業説明会「２０２３年企業研究展示会」』 

https://matching.megurokai.jp/category/report_jobfair/ 
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Rank 1-32 2020 2021 1 yr Change
USA 1 1 -
Hong Kong SAR 5 2 + 3
Sweden 4 3 + 1
Denmark 3 4 - 1
Singapore 2 5 - 3
Switzerland 6 6 -
Netherlands 7 7 -
Taiwan, China 11 8 + 3
Norway 9 9 -
UAE 14 10 + 4
Finland 10 11 - 1
Korea Rep. 8 12 - 4
Canada 12 13 - 1
United Kingdom 13 14 - 1
China 16 15 + 1
Austria 17 16 + 1
Israel 19 17 + 2
Germany 18 18 -
Ireland 20 19 + 1
Australia 15 20 - 5
Iceland 23 21 + 2
Luxembourg 28 22 + 6
New Zealand 22 23 - 1
France 24 24 -
Estonia 21 25 - 4
Belgium 25 26 - 1
Malaysia 26 27 - 1
Japan 27 28 - 1
Qatar 30 29 + 1
Lithuania 29 30 - 1
Spain 33 31 + 2
Kazakhstan 36 32 + 4

Rank 33-64 2020 2021 1 yr Change
Czech Republic 35 33 + 2
Portugal 37 34 + 3
Slovenia 31 35 - 4
Saudi Arabia 34 36 - 2
Latvia 38 37 + 1
Thailand 39 38 + 1
Chile 41 39 + 2
Italy 42 40 + 2
Poland 32 41 - 9
Russia 43 42 + 1
Cyprus 40 43 - 3
Greece 46 44 + 2
Hungary 47 45 + 2
India 48 46 + 2
Slovak Republic 50 47 + 3
Turkey 44 48 - 4
Jordan 53 49 + 4
Romania 49 50 - 1
Brazil 51 51 -
Bulgaria 45 52 - 7
Indonesia 56 53 + 3
Ukraine 58 54 + 4
Croatia 52 55 - 3
Mexico 54 56 - 2
Peru 55 57 - 2
Philippines 57 58 - 1
Colombia 61 59 + 2
South Africa 60 60 -
Argentina 59 61 - 2
Mongolia 62 62 -
Botswana - 63 New
Venezuela 63 64 - 1

Figure 7: Digital competitiveness ranking 2020 and 2021
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1,691 1,614 388 379
60 58 33 33

1,008 623 113 102
879 566 133 121
807 505 140 126

1,661 1,590 387 366
50 47 33 32

1,163 676 126 117
821 490 145 135
788 480 149 137

1,462 1,387 374 364
77 72 34 34

1,018 463 116 103
880 364 137 121
833 350 154 114

1,373 1,318 372 359
75 71 32 31

1,062 465 120 105
818 395 140 128
694 310 141 124
496 472 128 127
382 365 122 106
272 263 120 116
84 82 34 34
944 491 121 107
694 375 136 131
636 339 139 116
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1,375 1,331 669 662 2.00
871 347 121 85 7.40

1,389 1,340 685 680 2.20
952 390 104 82 8.50

1,403 1,358 631 628 2.20
867 381 108 83 8.50

1.01

1,580 1,580 590 574 2.80
1,560 1,560 599 581 2.80
1,388 1,388 590 575 2.40

1.00

383 383 266 149 1.70
1,145 414 205 125 5.70
500 500 297 163 3.30

1,262 493 209 122 9.50
265 265 232 127 2.50
752 274 259 177 8.60

1.03

1,708 1,610 510 503 3.52
2,192 1,086 360 287 7.41
1,399 1,320 524 518 2.88
2,081 1,026 363 301 7.03
1,726 1,645 525 519 3.52
2,482 1,231 366 309 8.39

1.00

145 134 52 48 3.22
119 112 53 48 2.64
204 188 56 53 4.53

1.12

246 231 45 37 6.15
85 38 5 3 17.00
210 191 49 44 5.25
61 28 5 4 12.20
246 231 45 37 6.15
85 38 5 3 17.00

--学生確保（資料）ー14-
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電気通信大学情報理工学域　学生数ならびに男女比率（令和元年度～令和５年度）

学生数 男 女 男女比率 男 女
令和元年度 2627 401 令和元年度 86.8% 13.2%
令和２年度 2840 407 令和２年度 87.5% 12.5%
令和３年度 2921 430 令和３年度 87.2% 12.8%
令和４年度 2966 403 令和４年度 88.0% 12.0%
令和５年度 2959 401 令和５年度 88.1% 11.9%
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【資料13】
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令和５年度



年 全体（社） Ⅰ類への求人企業数 Ⅱ類への求人企業数 Ⅲ類への求人企業数

2023／令和５ 351 265 336 218

【出典】電気通信大学キャリア支援センターによる集計

電気通信大学への推薦による求人企業数

【資料14】
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を対象とする企業
を対象とする企業

３月 ３月
【資料15】

-学生確保（資料）ー19-



３月 ３月
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学部 学科・専攻名
卒業者

①
うち進学者

②
うち就職者

③
うちその他

④
進学率

（ ② / ① ）
就職率

（ ③ / ① ）

「③就職者」のうち
情報処理・通信技術者

⑤

「③就職者」のうち
情報処理・通信技術者率

（ ⑤ / ③ ）

Ⅰ類（情報系） 225 148 71 6 65.8% 31.6% 57 80.3%

Ⅱ類（融合系） 250 187 53 10 74.8% 21.2% 29 54.7%

Ⅲ類（理工系） 197 147 43 7 74.6% 21.8% 20 46.5%

先端工学基礎課程 16 6 8 2 37.5% 50.0% 5 62.5%

総合情報学 2 0 0 2 0.0% 0.0% 0 0.0%

情報・通信工学 12 1 7 4 8.3% 58.3% 7 100.0%

知能（・）機械工学 2 0 1 1 0.0% 50.0% 0 0.0%

先進理工学 3 2 0 1 66.7% 0.0% 0 0.0%

707 491 183 33 69.4% 25.9% 118 64.5%

【出典】大学改革支援・学位授与機構「大学基本情報」（https://portal.niad.ac.jp/ptrt/table.html）のデータより電気通信大学作成
※大学基本情報令和４年度データ（令和４年３月卒業生）を利用

情報理工学域

旧情報理工学部

計

電気通信大学　進学・就職・情報処理・通信技術者率（令和４年３月卒業生）

【資料16】
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大学名

b-7情報処
理・通信
技術者数
字

職業別計
数字

割合

b-8情報処
理・通信
技術者数
字

職業別計
数字

割合

b-8情報処
理・通信
技術者数
字

職業別計
数字

割合

b-9情報処
理・通信
技術者数
字

職業別計
数字

割合

b-9情報処
理・通信
技術者数
字

職業別計
数字

割合

電気通信大学 160 278 57.6% 146 247 59.1% 151 243 62.1% 132 201 65.7% 118 183 64.5%
九州工業大学 122 403 30.3% 142 403 35.2% 153 408 37.5% 132 349 37.8% 132 325 40.6%
筑波技術大学 7 55 12.7% 6 56 10.7% 13 63 20.6% 6 38 15.8% 14 40 35.0%
東京工業大学 39 109 35.8% 27 115 23.5% 42 134 31.3% 28 95 29.5% 39 120 32.5%
長岡技術科学大学 10 57 17.5% 10 58 17.2% 13 64 20.3% 12 62 19.4% 14 56 25.0%
東京農工大学 25 216 11.6% 31 241 12.9% 36 219 16.4% 32 188 17.0% 46 198 23.2%
室蘭工業大学 70 321 21.8% 84 348 24.1% 76 340 22.4% 73 342 21.3% 73 334 21.9%
北見工業大学 42 236 17.8% 50 224 22.3% 62 241 25.7% 43 240 17.9% 46 221 20.8%
豊橋技術科学大学 6 88 6.8% 11 85 12.9% 10 82 12.2% 10 68 14.7% 17 91 18.7%
東京海洋大学 7 195 3.6% 7 195 3.6% 19 196 9.7% 21 160 13.1% 31 170 18.2%
名古屋工業大学 31 262 11.8% 43 239 18.0% 53 257 20.6% 27 207 13.0% 40 231 17.3%
京都工芸繊維大学 11 136 8.1% 9 119 7.6% 11 131 8.4% 24 132 18.2% 21 132 15.9%
お茶の水女子大学 42 286 14.7% 36 313 11.5% 40 288 13.9% 47 281 16.7% 46 296 15.5%
奈良女子大学 42 321 13.1% 56 347 16.1% 50 305 16.4% 46 303 15.2% 44 296 14.9%
横浜国立大学 112 938 11.9% 108 981 11.0% 133 954 13.9% 118 870 13.6% 139 944 14.7%
静岡大学 146 1181 12.4% 155 1263 12.3% 176 1206 14.6% 183 1184 15.5% 173 1224 14.1%
滋賀大学 57 720 7.9% 51 782 6.5% 67 792 8.5% 92 711 12.9% 91 648 14.0%
茨城大学 109 1046 10.4% 147 1011 14.5% 160 960 16.7% 133 897 14.8% 118 858 13.8%
和歌山大学 66 719 9.2% 76 724 10.5% 81 680 11.9% 77 675 11.4% 94 696 13.5%
埼玉大学 80 1023 7.8% 98 1009 9.7% 111 1016 10.9% 106 922 11.5% 123 915 13.4%
福井大学 39 456 8.6% 49 477 10.3% 55 460 12.0% 48 384 12.5% 55 412 13.3%
群馬大学 47 623 7.5% 71 659 10.8% 73 648 11.3% 65 666 9.8% 83 629 13.2%
筑波大学 119 968 12.3% 109 1021 10.7% 104 1005 10.3% 98 954 10.3% 116 921 12.6%
千葉大学 119 1324 9.0% 116 1342 8.6% 145 1346 10.8% 132 1291 10.2% 140 1251 11.2%
佐賀大学 77 926 8.3% 62 911 6.8% 74 843 8.8% 73 833 8.8% 90 812 11.1%
大阪大学 103 1469 7.0% 103 1386 7.4% 127 1419 8.9% 159 1416 11.2% 165 1523 10.8%
琉球大学 97 907 10.7% 93 996 9.3% 97 952 10.2% 92 805 11.4% 93 859 10.8%
三重大学 53 882 6.0% 64 874 7.3% 71 901 7.9% 82 841 9.8% 84 791 10.6%
山梨大学 33 437 7.6% 48 497 9.7% 68 472 14.4% 57 428 13.3% 43 406 10.6%
山形大学 91 1019 8.9% 121 1016 11.9% 150 1088 13.8% 90 924 9.7% 100 957 10.4%

全国立大学　情報処理・通信技術者就職実績（学士課程のみ）

令和３年 令和４年平成30年 令和元年 令和２年

【資料17】
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全国立大学　情報処理・通信技術者就職実績（学士課程のみ）

令和３年 令和４年平成30年 令和元年 令和２年
神戸大学 77 1389 5.5% 105 1464 7.2% 116 1481 7.8% 115 1377 8.4% 136 1414 9.6%
名古屋大学 81 933 8.7% 70 920 7.6% 83 869 9.6% 101 855 11.8% 81 843 9.6%
九州大学 70 968 7.2% 77 898 8.6% 71 906 7.8% 89 918 9.7% 92 963 9.6%
愛媛大学 84 1224 6.9% 99 1258 7.9% 104 1228 8.5% 106 1256 8.4% 114 1227 9.3%
北海道大学 39 909 4.3% 63 860 7.3% 64 879 7.3% 58 863 6.7% 76 827 9.2%
富山大学 107 1270 8.4% 96 1254 7.7% 107 1225 8.7% 99 1172 8.4% 98 1083 9.0%
福島大学 45 817 5.5% 54 815 6.6% 77 815 9.4% 74 815 9.1% 67 760 8.8%
信州大学 98 1099 8.9% 74 1116 6.6% 81 1115 7.3% 88 1018 8.6% 82 955 8.6%
宇都宮大学 32 601 5.3% 38 607 6.3% 47 593 7.9% 48 569 8.4% 47 573 8.2%
一橋大学 62 841 7.4% 62 912 6.8% 72 859 8.4% 48 802 6.0% 70 862 8.1%
大分大学 45 725 6.2% 69 778 8.9% 46 726 6.3% 59 752 7.8% 59 730 8.1%
宮崎大学 41 658 6.2% 32 603 5.3% 49 610 8.0% 37 616 6.0% 45 585 7.7%
京都大学 54 984 5.5% 66 1005 6.6% 59 907 6.5% 63 878 7.2% 70 915 7.7%
山口大学 50 1165 4.3% 70 1220 5.7% 66 1179 5.6% 88 1187 7.4% 87 1141 7.6%
岡山大学 70 1329 5.3% 46 1323 3.5% 65 1263 5.1% 89 1250 7.1% 95 1249 7.6%
島根大学 44 767 5.7% 53 759 7.0% 49 799 6.1% 52 750 6.9% 53 719 7.4%
鳥取大学 41 657 6.2% 27 645 4.2% 54 666 8.1% 31 615 5.0% 47 647 7.3%
東北大学 39 725 5.4% 55 826 6.7% 60 850 7.1% 45 746 6.0% 57 785 7.3%
熊本大学 39 975 4.0% 47 994 4.7% 46 1021 4.5% 57 911 6.3% 67 933 7.2%
東京大学 68 1043 6.5% 74 1054 7.0% 92 1046 8.8% 75 1053 7.1% 79 1147 6.9%
金沢大学 70 1057 6.6% 58 1055 5.5% 62 998 6.2% 87 1010 8.6% 71 1037 6.8%
鹿児島大学 68 1190 5.7% 82 1184 6.9% 98 1195 8.2% 92 1111 8.3% 75 1122 6.7%
高知大学 41 710 5.8% 39 739 5.3% 40 732 5.5% 38 699 5.4% 47 720 6.5%
徳島大学 51 589 8.7% 51 640 8.0% 54 594 9.1% 66 616 10.7% 36 577 6.2%
弘前大学 61 942 6.5% 67 940 7.1% 78 913 8.5% 68 856 7.9% 57 965 5.9%
岩手大学 34 757 4.5% 42 723 5.8% 32 668 4.8% 52 702 7.4% 35 604 5.8%
広島大学 26 1260 2.1% 37 1316 2.8% 40 1237 3.2% 50 1271 3.9% 70 1213 5.8%
東京学芸大学 21 747 2.8% 35 757 4.6% 32 747 4.3% 39 760 5.1% 44 779 5.6%
秋田大学 31 579 5.4% 32 547 5.9% 42 598 7.0% 26 572 4.5% 31 560 5.5%
岐阜大学 45 700 6.4% 33 668 4.9% 47 696 6.8% 38 646 5.9% 35 640 5.5%
新潟大学 83 1495 5.6% 81 1503 5.4% 97 1520 6.4% 99 1407 7.0% 75 1435 5.2%
香川大学 32 872 3.7% 26 890 2.9% 40 926 4.3% 55 874 6.3% 42 822 5.1%
大阪教育大学 20 719 2.8% 38 754 5.0% 36 790 4.6% 24 781 3.1% 39 795 4.9%
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全国立大学　情報処理・通信技術者就職実績（学士課程のみ）

令和３年 令和４年平成30年 令和元年 令和２年
長崎大学 36 1021 3.5% 32 974 3.3% 26 956 2.7% 32 980 3.3% 35 1013 3.5%
京都教育大学 2 194 1.0% 3 186 1.6% 10 247 4.0% 2 238 0.8% 8 236 3.4%
東京藝術大学 1 107 0.9% 0 99 0.0% 2 142 1.4% 3 160 1.9% 5 182 2.7%
宮城教育大学 0 283 0.0% 0 313 0.0% 2 239 0.8% 8 297 2.7% 7 293 2.4%
愛知教育大学 35 636 5.5% 35 621 5.6% 47 722 6.5% 29 668 4.3% 12 603 2.0%
奈良教育大学 5 220 2.3% 1 199 0.5% 5 218 2.3% 6 221 2.7% 4 205 2.0%
北海道教育大学 27 986 2.7% 24 997 2.4% 28 989 2.8% 22 1035 2.1% 16 947 1.7%
福岡教育大学 5 502 1.0% 6 511 1.2% 6 524 1.1% 4 544 0.7% 8 565 1.4%
東京外国語大学 21 597 3.5% 17 684 2.5% 26 674 3.9% 1 607 0.2% 9 750 1.2%
小樽商科大学 0 471 0.0% 0 484 0.0% 0 493 0.0% 0 459 0.0% 0 457 0.0%
帯広畜産大学 0 171 0.0% 0 190 0.0% 3 192 1.6% 0 180 0.0% 0 189 0.0%
旭川医科大学 0 54 0.0% 0 62 0.0% 0 58 0.0% 0 58 0.0% 0 61 0.0%
東京医科歯科大学 0 81 0.0% 0 85 0.0% 0 89 0.0% 2 81 2.5% 0 82 0.0%
上越教育大学 0 121 0.0% 0 125 0.0% 0 135 0.0% 0 133 0.0% 0 143 0.0%
浜松医科大学 0 62 0.0% 0 65 0.0% 0 54 0.0% 0 63 0.0% 0 62 0.0%
滋賀医科大学 0 53 0.0% 0 58 0.0% 0 61 0.0% 0 55 0.0% 0 59 0.0%
兵庫教育大学 0 140 0.0% 0 139 0.0% 0 147 0.0% 0 132 0.0% 0 135 0.0%
鳴門教育大学 1 84 1.2% 1 95 1.1% 0 86 0.0% 0 89 0.0% 0 83 0.0%
鹿屋体育大学 0 166 0.0% 0 159 0.0% 1 148 0.7% 5 163 3.1% 0 165 0.0%
政策研究大学院大学 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0%
総合研究大学院大学 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0%
北陸先端科学技術大学院大学 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0%
奈良先端科学技術大学院大学 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0%
合計 3,864 54,246 7.1% 4,146 55,012 7.5% 4,683 54,538 8.6% 4,508 52,338 8.6% 4,671 52,396 8.9%
【出典】大学改革支援・学位授与機構「大学基本情報」（https://portal.niad.ac.jp/ptrt/table.html）のデータより電気通信大学作成より
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留学⽣の卒業後の進路

全国トップクラスの就職⼒

本学が社会に輩出してきた⾼度専⾨技術者に対する、産業界の⾼い評価を背景に、毎年の就職率は国公⽴
⼤学の中でもトップクラスをキープ。さらに、“就職の質”に関していくつかのマスメディアが集計したラ
ンキングでも上位につけています。

2020年度卒業・終了留学⽣の進路（2021.03.31現在、グラフ数値は⼈数）

学域（⼤学）卒業（15⼈）

33%33%33%33%33%33%33%33%33% 就職（⽇本）

40%40%40%40%40%40%40%40%40%

本学に進学7%7%7%7%7%7%7%7%7%
他⼤学に進学（⽇本）

7%7%7%7%7%7%7%7%7%

その他（⽇本）

13%13%13%13%13%13%13%13%13%

その他（⺟国）

博⼠前期課程修了（36⼈）

69%69%69%69%69%69%69%69%69%

就職（⽇本）

8%8%8%8%8%8%8%8%8%

本学に進学3%3%3%3%3%3%3%3%3%

その他（⽇本）

5%5%5%5%5%5%5%5%5%

就職（⺟国）

8%8%8%8%8%8%8%8%8%

その他（⺟国）

8%8%8%8%8%8%8%8%8%

不明

博⼠後期課程修了（16⼈）

電気通信⼤学への留学 TOP

Why UEC? 先輩からのメッセージ
国費留学⽣（⽇本政府奨学⾦）
卒業後の進路
就職活動体験記
お問い合わせ

国際教育センターホーム  電気通信⼤学への留学 卒業後の進路

【資料18】
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63%63%63%63%63%63%63%63%63%

就職（⽇本）

19%19%19%19%19%19%19%19%19%
その他（⽇本）

13%13%13%13%13%13%13%13%13%

就職（⺟国）

6%6%6%6%6%6%6%6%6%

就職（他国）

主な就職先 企業名（順不同）

IHI運搬機械
NECソリューションイノベータ
NJｰSoft
NTTコミュニケーションズ
NTTドコモ
アルチザネットワークス
ウェザーニューズ
キャロットソフトウェア
サンディスク
ソフトバンク
デジタルプロセス
ヤフー
ルネサスエレクトロニクス
楽天
三信電気
前川製作所
東海⾼熱⼯業
⽇産⾃動⾞
⽇本アイ・ビー・エム
⽇本システムウェア
⽇本シノプシス
⽇本テキサス・インスツルメンツ
⽇本テトラパック
⽇本マイクロソフト
⽇⽴ソリューションズ
⽇⽴製作所
富⼠通
富⼠通コンポーネント
パルストック
亚信安全（中国）
上海索⾠信息科技有限公司（中国）

作成⽇: 2011年8⽉19⽇ / 更新⽇: 2021年12⽉ 9⽇

電通⼤への留学

Why UEC?

国費留学⽣

卒業後の進路

お問い合わせ

留学⽣の⽅へ

お知らせ

⼤学⽣活

⽇常⽣活

教職員・外国⼈研究者

電通⼤教員向け

外国⼈研究者の⽅へ

海外留学情報

お知らせ

留学・派遣体験談

語学留学

交換留学

留学協定校

留学相談窓⼝

国際交流

TOPICS

国際交流事業

海外派遣プログラム

海外協定校

国際交流データ集

交通・地図

学内マップ

サイトマップ

プライバシーポリシー

国際教育センター概要

IE-IEレター

【出典】電気通信大学「電気通信大学　国際教育センターホームページ」より

http://www.fedu.uec.ac.jp/prospective/career-options-for-international-students/
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